
2025年7月17日にリリースされた「ChatGPT Agent」は、従来の対話型AIから大きく進化し、自律
的なタスク実行能力を持つ統合型AIエージェントシステムです�1��2��3�。このツールを日本の企業知
財部門における特許調査業務に活用した場合、調査効率の劇的向上と業務フローの根本的変革が期待
できる一方で、機密保持、法的有効性、専門性の維持といった重要な課題にも直面します。本調査で
は、技術的可能性から法的制約まで包括的に分析し、段階的導入戦略を提案します。

ChatGPT Agentは、OpenAIが2025年7月17日に正式発表した新世代のAIエージェントシステムです
�1��4��2�。このシステムは、従来の「Operator」のウェブ操作能力、「Deep Research」の情報統
合・分析能力、そして「ChatGPT」の自然言語処理能力を一つの統合プラットフォームに結合したも
のです�1��3�。

技術的特徴：

ChatGPT Agentの自然言語理解能力は、特許調査業務において特に有効です�9��10�。従来のキーワ
ード検索とは異なり、発明内容の自然言語記述から直接関連特許を検索することが可能になります
�11��12�。

主要機能：

ChatGPT Agent を企業知財部門の特許調査業務に活
用した場合の可能性に関する詳細調査報告

エグゼクティブサマリー

1. ChatGPT Agent の技術仕様と機能分析

1.1 リリース概要と基本アーキテクチャ

仮想コンピュータ環境：独自の仮想マシン上で動作し、ブラウザ操作やコード実行を自律的に行
う�2��3�

マルチモーダルツール統合：視覚ブラウザ、テキストブラウザ、ターミナル、API連携を状況に
応じて使い分け�5��6�

リアルタイム推論・実行：タスクを理解し、適切なツールを選択して段階的に実行�7��8�

1.2 自然言語理解と大規模データ解析能力

セマンティック類似検索：入力されたテキストの意味を理解し、類似度の高い特許を自動抽出
�13��11�

大量データ処理：数万件の特許文献を一括処理し、関連性に基づいて自動分類�14��15�

多言語対応：日英中韓等の多言語特許文献の横断検索�16��17�



ChatGPT Agentは、単なる検索ツールではなく、複雑な調査プロセス全体を自律的に実行できる点
が革新的です�18��7�。特許調査の各段階で必要な判断を行い、次のアクションを決定します�6��8�。

実行能力：

日本の企業知財部門における先行技術調査は、通常2�4週間を要する複雑なプロセスです�23��24�。
調査担当者は発明内容を理解し、適切なキーワードと分類コードを組み合わせて検索戦略を立案する
必要があります�25��26�。

従来の課題：

無効資料調査は、既存特許の新規性・進歩性を否定する先行技術を探索する高度に専門的な業務です
�24��28�。通常1ヶ月以上を要し、特に精密な調査が求められます�24��30�。

調査フロー：

FTO（Freedom to Operate）調査は、自社製品が他社特許権を侵害しないことを確認する重要な業
務です�32��33�。実施前調査として位置づけられ、事業リスク評価に直結します�24��29�。

調査手順：

1.3 情報検索と自律的タスク実行

動的検索戦略：初期検索結果に基づいて検索式を調整し、段階的に精度を向上�19��20�

マルチDB連携：J�PlatPat、Espacenet、Google Patents等を横断的に検索�16��21�

結果統合・分析：複数データベースからの結果を統合し、重複除去や関連性評価を実行�8��22�

2. 日本企業知財部門の特許調査業務ワークフロー分析

2.1 先行技術調査の現状と課題

時間集約的作業：大量の文献を手作業で読み込み、関連性を判断�23��27�

専門知識依存：技術分野の理解と特許分類の知識が必要�28��25�

網羅性の限界：人的リソースの制約により調査範囲に限界�29�

2.2 無効資料調査の特殊性

���対象特許の詳細分析とクレーム構成要素の分解�30��31�

���無効化戦略の立案（新規性欠如か進歩性欠如か）�30�

���多段階検索と文献精査�31�

���証拠能力の評価と法的主張の構築�30��31�

2.3 侵害予防調査（FTO調査）の重要性

技術要素の解析：製品の構成要素を特許的観点から分析�32�

実施態様の確定：具体的な実施形態の特定�32�

権利範囲との対比：他社特許のクレームとの詳細比較�32�



ChatGPT Agentは、発明者が自然言語で入力した発明内容を解析し、自動的に高度な検索論理式を
生成する能力を持ちます�11��34�。これは従来の特許調査における最大のボトルネックの一つを解決
します。

具体的機能：

従来、特許調査では数千〜数万件の検索結果から関連性の高い文献を人手で選別していましたが、
ChatGPT Agentはこのプロセスを大幅に自動化できます�14��15�。

スクリーニング能力：

ChatGPT Agentの最も革新的な機能の一つは、発見された先行技術文献を自動的に要約し、対象発
明との対比表を生成する能力です�30��31��37�。

文書処理機能：

3. ChatGPT Agent の特許調査業務への応用可能性

3.1 発明内容からの高度な検索論理式自動生成

技術要素の自動抽出：発明の本質的構成要素を識別し、階層化�34��35�

同義語・類義語展開：技術用語の多様な表現を自動生成�11�

分類コード推定：IPC、FI、Fタームなどの適切な分類を提案�11��34�

検索式最適化：初期結果に基づく動的調整�30��31�

3.2 大量検索結果の自動スクリーニングと順位付け

関連性スコアリング：発明との類似度を数値化し、自動ランキング�13��11�

技術分野クラスタリング：関連技術をグループ化して整理�14�

重要度判定：新規性・進歩性への影響度を評価�30�

ノイズ除去：明らかに無関係な文献の自動排除�36�

3.3 先行技術文献の要約と対比表自動生成

技術内容要約：長大な特許明細書から核心部分を抽出�37�

クレームチャート作成：対象発明と先行技術の構成要素を対比�30��38�

差異点分析：技術的相違点と類似点の自動識別�30�

多言語対応：外国特許の自動翻訳と内容理解�16��37�

4. 日本法制度下での法的・実務的課題



企業知財部門がChatGPT Agentを利用する際の最大の懸念は、機密情報の漏洩リスクです�39�

�40�。出願前の発明内容は企業の最重要機密であり、適切な保護措置が不可欠です�41��42�。

主要リスク：

対策要件：

ChatGPT Agentが生成した調査報告書の特許庁への提出資料や訴訟証拠としての有効性は、日本法
制度下で未解決の重要な問題です�48��49�。

法的課題：

対応方針：

弁理士法第30条および弁護士法第23条に基づく守秘義務は、AI利用時にも厳格に適用されます�44�

�53�。ChatGPT Agentの利用は第三者への情報開示に該当する可能性があります�44��45�。

法的制約：

コンプライアンス対策：

4.1 機密保持と情報漏洩リスク

新規性喪失のリスク：出願前情報の外部流出による権利取得機会の喪失�40��43�

競合への情報流出：技術戦略の漏洩による競争優位性の損失�39��41�

学習データ利用：入力情報がAIの学習に使用される可能性�44��45�

エンタープライズ版利用：学習に利用されない契約条項の確認�44��46�

プライベートクラウド：社内環境での運用検討�14��47�

事前同意プロセス：依頼者の明示的同意取得�44��45�

4.2 AI生成調査報告書の法的有効性

証拠能力の問題：AI生成文書の信頼性と立証力�49��50�

作成者責任：報告書の最終責任者の明確化�44��45�

ハルシネーション対応：AI特有の誤情報生成への対処�51��52�

監査証跡：調査プロセスの透明性確保�42��53�

人間による最終確認：AI結果の専門家チェック必須�44��45�

情報源の明記：参照文献と根拠の明確化�30��53�

品質管理体制：組織的なレビュープロセス�45�

4.3 弁理士・弁護士との秘密保持義務への影響

守秘義務違反のリスク：外部AIサービスへの情報入力�44�

契約上の義務：秘密保持契約との整合性�39��44�

職業倫理：専門家としての責任�45��54�



日本市場には既に複数のAI搭載特許調査ツールが存在しています�36��13�。代表的なツールとして、
Patentfield、AI Samurai、THE調査力AI等があります�36��11�。

既存ツールの特徴：

ChatGPT Agentの最大の優位性は、汎用的なタスク実行能力と推論・学習能力の高さです�18��8�。

差別化要因：

一方で、ChatGPT Agentには汎用AIゆえの課題も存在します�51��57�。

主要リスク：

利用規約の精査：AI提供者の データポリシー確認�44�

クライアント同意：事前の明示的許可取得�44��45�

情報分類制度：機密レベルに応じた利用制限�45�

5. 既存AI特許調査ツールとの比較分析

5.1 現行AIツールの機能と限界

専門特化：特許調査に特化した機能設計�13��34�

データベース統合：複数の特許DBとの連携�36�

日本語最適化：日本の特許分類との親和性�11��55�

コスト効率：従来の調査費用を大幅削減�11��35�

5.2 ChatGPT Agent の優位性

統合的タスク処理：調査から報告書作成まで一貫実行�8��22�

自然言語理解：複雑な発明内容の深い理解�9��10�

適応学習：ユーザーの指示に基づく動的改善�6�

マルチモーダル対応：文書、図面、データを統合処理�56�

5.3 潜在的リスクと欠点

ハルシネーション：事実と異なる情報の生成�51��52��58�

専門知識の限界：特許法制度への理解不足�57�

一貫性の問題：同一入力に対する結果のばらつき�51�

説明可能性：判断根拠の不透明性�53�



ChatGPT Agent の導入により、特許調査担当者の業務は大きく変化します�59��37�。定型的な調査
作業の自動化により、より戦略的な業務に集中できるようになります�59��60�。

業務変化の例：

AI時代における知財部員の役割は、**「実行者」から「戦略家・品質管理者」**へとシフトします
�59��60�。

新たな責任領域：

弁理士業務においても、AI導入により根本的変化が予想されます�59��37��38�。

変化の方向性：

日本企業がChatGPT Agentを知財部門に導入する際は、段階的なアプローチが推奨されます�46�

�14�。

フェーズ1：概念実証（3�6ヶ月）

6. 日本の特許調査実務者への影響と役割変化

6.1 従来業務の自動化による効率向上

調査時間の短縮：15時間→1�2時間（90%削減の事例）�27��14��35�

网羅性の向上：人的制約による調査漏れの減少�14�

多言語対応：外国特許の効率的な調査�16��37�

継続的更新：定期的な追跡調査の自動化�2�

6.2 知財部員の新しい役割

AI監督・指導：AIの結果検証と品質管理�45��59�

戦略立案：調査目的と方針の決定�59��60�

リスク評価：法的・技術的判断�49��60�

ステークホルダー調整：社内外との連携強化�59�

6.3 弁理士業務への影響

付加価値業務への集中：戦略的コンサルティング強化�59�

品質管理の重要性：AI結果の専門的評価�44��45�

新サービス開発：AI支援型サービスの提供�38��61�

継続的学習：AI技術への理解深化�45�

7. 段階的導入戦略の提案

7.1 パイロットプログラムの設計

限定的用途：非機密情報による調査実験�14�



フェーズ2：部分導入（6�12ヶ月）

フェーズ3：全面展開（1�2年）

導入効果の客観的評価のため、定量的・定性的指標を設定します。

定量的指標：

定性的指標：

成功的な導入のため、体系的な教育プログラムが必要です�14��62�。

基礎研修（全スタッフ対象）：

小規模チーム：2�3名の専門スタッフによる運用�14�

比較検証：従来手法との精度・効率比較�14�

課題抽出：技術的・法的問題点の洗い出し�14�

機密保持強化：エンタープライズ版導入�46��47�

業務範囲拡大：先行技術調査への本格適用�14�

品質管理体制：レビュープロセスの構築�45�

教育訓練：スタッフのスキル向上�14�

全調査業務：FTO調査、無効資料調査への展開�14�

他部門連携：研究開発部門との協働�47�

継続的改善：運用データに基づく最適化�14�

7.2 結果検証方法

時間効率性：調査所要時間の短縮率�27��14��35�

コスト削減：外部調査委託費用の削減額�11�

網羅性向上：発見文献数の増加率�14�

精度向上：関連性判定の正確率�13�

利用者満足度：調査担当者の評価�14�

品質向上：調査報告書の質的改善�14�

リスク管理：インシデント発生率�45�

スキル向上：担当者の専門性発展�59�

7.3 従業員向けトレーニング計画

AI技術の基礎知識�62�

ChatGPT Agentの機能と限界�62�

セキュリティ・コンプライアンス�44��45�

基本操作方法�62�



専門研修（調査担当者対象）：

継続教育（定期実施）：

ChatGPT Agentの企業知財部門への導入は、特許調査業務に革命的な変化をもたらす潜在的可能性
を持っています。調査効率の劇的向上、精度の改善、コスト削減等の期待される効果は大きく、特に
日本企業の国際競争力強化に寄与することが予想されます�63�。

一方で、機密保持、法的有効性、専門性の維持といった課題に対しては、慎重かつ戦略的なアプロー
チが必要です�44��45�。特に日本の法制度下では、弁理士・弁護士の守秘義務との整合性確保が重要
な要件となります�44��53�。

成功的な導入のためには、段階的な実装戦略、厳格な品質管理体制、継続的な教育訓練が不可欠です
�45��14�。また、AI技術の急速な発展に対応するため、継続的な制度見直しと業界全体での知見共有
も重要となります�64�。

今後、ChatGPT Agentのような高度なAIツールの普及により、日本の知財業務は「人間中心」から
「人間・AI協働」へのパラダイムシフトを迎えることになるでしょう�59��60�。このような変革期に
おいて、企業は技術的な導入だけでなく、人材育成、組織文化の変革、新たな価値創造に取り組むこ
とが競争優位の源泉となると考えられます�59��61�。

高度なプロンプト設計�30��31��62�

結果の評価・検証方法�30�

AI支援下での調査戦略�62�

品質管理手法�45�

最新機能のアップデート�62�

事例共有と改善点検討�14�

法規制変更への対応�45�

ベストプラクティスの共有�14�

結論と今後の展望


